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 我々の合宿研究は、3 月 16 日午前の Seoul の Korea Labor Institute からスタートした。同所に
おいて、労使関係高位指導者課程主任教授 金 勲 氏より「韓国労使関係の現状」に関して
報告があり、金氏より現時点での韓国の労使関係について、詳細な報告と説明を受ける事が出
来た。次に同日午後、Seoul 郊外の檀国大学の新キャンパスを訪問した。檀国大学では、同大学
と専修大学との合同研究会が開催され、檀国大学からは KIM Tag Gi 教授の「韓国の労使関係」、
SHIM Ji Hong 教授の「IMF 以降韓国経済のパラダイム」、LIM Sang Hyuk 教授の「IMF 以後の韓
国企業の人事システムの特徴」、専修大学からは高橋祐吉教授の「現代日本における「労働の世
界」、宮嵜晃臣教授の「逆噴射するグローバル資本主義と日本経済」、水川侑教授の「日本ビー




 3 月 17 日早朝 Seoul を発って、第二の訪問地光州へ陸路移動した。光州では全南大学校・法
科大学を訪問して、同大学校行政学科 呉 在一教授、同大学の PARK、Jong-chol 助教授、
BYUNG- Ro Min 助教授から 5・18 光州事件について詳細な説明を受けた後、活発な質問と討議
が行われた。その後、国立 5・18 墓地を参拝した。また光州市の崔行政副市長とも意見交換の
機会が持てた。 
 3 月 18 日光州市を発って蔚山市に移動し、同市の現代自動車の工場見学と説明を受けた後。
同日午後、最終目的地の釜山市に移動した。 
 3 月 19 日午前、同市の楊亭社（金型製造）を訪問し、専務理事 朴 熙永氏と海外営業部社
員 安 忠明氏から、同社の業務や韓国の金型産業の現状に関して詳細な説明を受けたが、我































とに関して相互に意見交換をしたいと Un-suk Song 教授と約束をした。 
 小論はその約束を果すために、筆者が考える我国や韓国において、Work sharing を導入する
－ 31 － 
際に、慎重に考慮すべきと考えている点に関して、我が国でワークシェアリングを導入するの
に必要と考えられる条件と、韓国で Work sharing を導入する際にも考慮する際に、これらのこ
とが参考になるのではないかと考え執筆したものである。このたびは Work sharing に関して詳
しく論述する事が出来ないので、Work sharing とは何か、日本でのその扱いに関して簡単に述








て、小論では詳しく述べないが、わが国では Work sharing に関して政府、企業経営者、労働者
によって欧米で取り上げられたように積極的な動きや行動、それに詳しく議論されることが無
かったようである。日本では 1990 年代後半、バブル経済が破綻して、その後長期にわたる経済
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は今日でも男性世帯主が家計の中心で、女性は家庭で家事という無償の労働に従事するのが当












































2000 年 1 月）。関西経営者協会「雇用、賃金、労働時間を統合した雇用維持（創出）のための
新しい方策」（関西経営者協会[2000]）。②労働者側の見解・連合「雇用と賃金と労働時間の適
正配分により、中長期的に良質な雇用を創出していくことを意味するもの」（2002 年春季生活

























 Work sharing は、オランダのほかに欧州の多くの国で様々な方式で導入されているが、その
































おけるパートタイム労働の比率は、2005 年現在、女性では 60.9％、男性は 15.3％である。 








いわれているが、所得の増加だけを求めないで夫婦 2 人で働いて 2 倍でなく、1.5 倍の稼ぎで
満足する事により仕事を分け合うのである。そして育児、介護、家事を夫婦が共有してそれら
に等しく関りあう事である。日常生活の負担を共有し、ゆとりのある生活をエンジョイすると






いるから、Work sharing の考え方が成り立っているともいえる。すなわち Work sharing とは多
様な働き方の代名詞と、国民が考えていることがワークシェアリングを成功させた要因である
といえる。注 7） 
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とはまさにオランダのワークシェアリングが実現していることであるといえる。注 8） 
以上、小論ではわが国のワークシェアリングの現状、ワークシェアリングの定義と、オラン
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った、檀国大学の Un-suk Song 教授に衷心より感謝の意を表したい。 
 
注 1） 調査研究報告書 2002、No,149「欧州のワークシェアリング」－フランス、ドイツ、オラ
ンダ－日本労働研究機構。2002 年。 
注 2） 根本孝著「ワークシェアリング」ビジネス社。2002 年。 
注 3） その他にイタリア、スイス、ベルギー、ギリシャ、フインランド、スペイン、ルクセン
ブルグ、スエーデン、etc。 






注 6） 95 年長期失業者の職業訓練受講の義務化。傷害保険受給資格の再審査を厳格化した。社
会保障の充実は「失業の罠」といわれている Absentism を拡大するので、社会保障を効
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